
○３
身
近
な
里
山
林
の
保
全
・
活
用
を
図
る
取

り
組
み
。

○４
森
林
環
境
教
育
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の

支
援
。

な
ど
に
使
わ
れ
ま
す
。

水
と
緑
の
森
づ
く
り
税
を
活
用
す
る
事
業
に

関
す
る
お
問
い
合
わ
せ

秋
田
県
農
林
水
産
部
水
と
緑
推
進
課

�
０
１
８
―
８
６
０
―
１
７
５
０

水
と
緑
の
森
づ
く
り
税
の
徴
収
や
仕
組
み
に

関
す
る
お
問
い
合
わ
せ

秋
田
県
総
務
企
画
部
税
務
課

�
０
１
８
―
８
６
０
―
１
１
２
３

●●
変変
更更
点点
２２

６６５５
歳歳
以以
上上
のの
非非
課課
税税
措措
置置
廃廃
止止
のの
経経

過過
措措
置置
がが
無無
くく
なな
りり
まま
すす

平
成
１７
年
１
月
１
日
現
在
６５
歳
以
上（
昭

和
１５
年
１
月
２
日
以
前
に
生
れ
た
か
た
）で
、

合
計
所
得
が
１
２
５
万
円
以
下
の
か
た
は
、

１７
年
度
ま
で
は
非
課
税
で
し
た
が
、
１８
年
度

は
税
額
の
３
分
の
２
相
当
額
が
減
額
さ
れ
、

１９
年
度
に
は
税
額
の
３
分
の
１
相
当
額
が
減

額
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

こ
の
段
階
的
な
経
過
措
置
が
終
了
と
な
り
、

２０
年
度
か
ら
は
全
額
課
税
さ
れ
ま
す
。

●●
変変
更更
点点
３３

１１９９
年年
度度
のの
市市
県県
民民
税税
がが
還還
付付（（
減減
額額
））

ささ
れれ
るる
場場
合合
がが
ああ
りり
まま
すす

平
成
１９
年
１
月
に『
税
源
移
譲
』が
行
わ
れ

ま
し
た
。
こ
の
税
源
移
譲
は
、
所
得
税
の
税

率
を
下
げ
、
市
・
県
民
税
の
税
率
を
上
げ
る

こ
と
で
、
税
金
総
額
を
変
更
さ
せ
ず
に
国
か

ら
地
方
へ
税
源
を
移
譲
さ
せ
る
仕
組
み
で
す
。

と
こ
ろ
が
、
所
得
税
が
０
円
と
な
っ
た
場

合
、
減
っ
た
額
よ
り
も
増
え
た
額
が
多
く
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
、
税
源

移
譲
で
増
額
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
か
た
を
対

象
に
、
既
に
納
付
済
み
の
平
成
１９
年
度
の

市
・
県
民
税
額
か
ら
増
額
と
な
っ
た
分
を
還

付（
減
額
）し
ま
す
。

所
得
変
動
に
伴
う
市
・
県
民
税
の
還
付
を
受

け
る
た
め
に
は
申
告
が
必
要
で
す

申
告
書
の
提
出
先
は
、
平
成
１９
年
度
の

市
・
県
民
税
を
課
税
し
た
市
区
町
村（
平
成

１９
年
１
月
１
日
現
在
お
住
ま
い
の
市
区
町

村
）へ
減
額
申
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

転
入
・
転
出
さ
れ
た
か
た
は
、
申
告
先
を
間

違
え
な
い
よ
う
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

申
告
期
間

７
月
１
日
〜
３１
日

申
告
先

平
成
１９
年
１
月
１
日
現
在
に
住

ん
で
い
た
市
区
町
村

申
告
書

６
月
下
旬
か
ら
税
務
課
市
民
税

係
で
配
布
し
ま
す
。

※
な
お
、
平
成
１９
年
１
月
１
日
と
平
成
２０
年

１
月
１
日
に
大
館
市
在
住
で
、
こ
の
措
置

の
適
用
が
受
け
ら
れ
る
と
思
わ
れ
る
か
た

に
は
、
６
月
下
旬
に「
平
成
１９
年
度
分
市
・

県
民
税
減
額
申
告
書
」を
お
送
り
す
る
予

定
で
す
。

※
寄
付
金
控
除
額
な
ど
の
人
的
控
除
以
外
の

控
除
額
が
増
加
し
た
場
合
や
、
住
宅
ロ
ー

ン
控
除
な
ど
で
所
得
税
が
課
税
さ
れ
な
く

な
っ
た
か
た
に
は
、
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

減
額
ま
た
は
還
付
ま
で

税
務
課
で
は
、
減
額
申
告
書
を
提
出
し
た

か
た
の
平
成
１８
年
分
と
平
成
１９
年
分
の
課
税

状
況
の
調
査
を
し
ま
す
。
調
査
の
結
果
、
条

件
に
該
当
さ
れ
る
か
た
の
平
成
１９
年
度
の

市
・
県
民
税
を
減
額
し
、
ま
た
、
既
に
納
付

済
み
の
場
合
は
還
付
し
ま
す
。

※市・県民税は前年中の所得で課税し、所得税
は現年中の所得により課税されます。

※計算の結果差額が生じる場合は、
市・県民税の減額または還付を
受けられます。

減額または

還付される額

１９年中に所得が激変し所得税が０円となった場合

税源移譲前 税源移譲後 差 額
所 得 税 ０円 ０円 ０円
市・県民税 １３０，０００円 ２２７，５００円 ９７，５００円

合 計 １３０，０００円 ２２７，５００円 ９７，５００円

１９年中に退職し、

給与額が１２０万円に

なった場合

社会保険料控除 １２万円
基礎控除 ３３万円
配偶者控除 ３３万円

控除合計 ７８万円

Ａさん（５０歳）の場合 ☆家族構成 本人、妻（被扶養者）

※市・県民税には上記のほかに均等割が課税されます。
※この措置の対象となるかたは、市・県民税と所得税の人的控除額（配偶者控除、扶養控除、基礎控除など）の差の合計
額が、平成２０年度の住民税の合計課税所得金額（課税長期譲渡所得等の金額がある場合は、これらの金額を合計した金
額）以上になるかたに限られます。したがって、寄付金控除額などの人的控除以外の控除額が増加したり、住宅ローン
控除などによって所得税が課税されなくなったかたには、この措置は適用されません。

■市県民税減額（還付）のモデルケース

給与収入 １２０万円
給与所得 ５５万円

社会保険料控除 ５０万円
基礎控除 ３３万円
配偶者控除 ３３万円

控除合計 １１６万円

平成１９年３月
退職

税 額 計 算

※税額計算上、定率減税
の影響は考慮してい
ません。

給与収入 ５００万円
給与所得 ３４６万円

社会保険料控除 ５０万円
基礎控除 ３３万円
配偶者控除 ３３万円

控除合計 １１６万円

平成１８年中

１８年（度） １９年（度）
所 得 税 ２２０，０００円 １２２，５００円
市・県民税 １３０，０００円 ２２７，５００円

合 計 ３５０，０００円 ３５０，０００円

所得に変動がなく１８年と同じ所得の場合

１９年中大きな

所得変動が

なかった場合

給与収入 ５００万円
給与所得 ３４６万円

平成１９年中

税 額 計 算

広報大館２００８．６�


